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告   示 

◎新潟県告示第1066号 

生活保護法（昭和25年法律第144 号）第49条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の

支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法第49条の

規定により、指定医療機関を次のとおり指定した。 

平成26年７月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

名     称 所  在  地 指 定 年 月 日 

三条こどもクリニック 三条市西本成寺２丁目４番24号 平成26年５月16日 

長岡レディースクリニック 長岡市新保２－５－43 平成26年４月１日 
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長岡市中越こども急患センター 長岡市幸町２丁目１番１号 平成26年５月13日 

長岡休日・夜間急患診療所 長岡市幸町２－１－１ 平成26年５月13日 

ゆきだるまクリニック 上越市安塚区和田2404－４ 平成26年４月１日 

長岡皮フ科・形成外科医院 長岡市学校町１丁目10番３ 平成26年２月19日 

あおやぎ歯科クリニック 長岡市今朝白１－４－１ 平成26年５月14日 

大山歯科医院 上越市大潟区犀潟835 平成26年５月１日 

一般社団法人 長岡歯科医師会 長

岡休日急患歯科診療所 
長岡市幸町２丁目１番１号 平成26年５月18日 

さくら薬局 見附 見附市本町２丁目９番22号 平成26年５月１日 

わかば薬局 長町店 長岡市長町二丁目字長町甲1649番８ 平成26年６月１日 

シナダ調剤薬局 柏崎市大字土合664－３ 平成25年12月21日 

長岡市薬剤師会会営薬局 長岡市幸町２丁目１番１号 平成26年５月13日 

 

◎新潟県告示第1067号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生

活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定医療機関から次のとおり変更した旨の届出があった。 

平成26年７月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

  

名     称 所 在 地 
変更 

事項 
旧 新 変更年月日 

わか皮ふ科クリニッ

ク 

上越市とよば

４番地 
住所 

上越市樋場４番地

１ 
上越市とよば４番地 平成25年１月19日 

 

 

◎新潟県告示第1068号 

生活保護法施行規則（昭和25年厚生省令第21号）第14条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永

住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生

活保護法施行規則第14条第１項の規定により、指定医療機関から次のとおり廃止した旨の届出があった。 

平成26年７月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

名     称 所  在  地 廃 止 年 月 日 

三条こどもクリニック 三条市西本成寺２丁目４番24号 平成26年４月30日 
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長岡レディースクリニック 長岡市新保２－５－43 平成26年３月31日 

関根整形外科医院 長岡市本町二丁目１番地12 平成26年５月31日 

長岡市中越こども急患センター 長岡市西千手２丁目１番５号 平成26年５月12日 

長岡休日・夜間急患診療所 長岡市西千手２－５－１ 平成26年５月12日 

一般社団法人 長岡歯科医師会 長岡休日

急患歯科診療所 
長岡市西千手２丁目５番１号 平成26年５月18日 

松下歯科医院 加茂市青海町１丁目11番３号 平成26年４月５日 

いしがみ調剤薬局 三条市石上２－15－31 平成26年５月１日 

シナダ調剤薬局 柏崎市大字山本1109番地４ 平成25年12月20日 

長岡調剤薬局 長岡市西千手２丁目５番１号 平成26年５月12日 

 

◎新潟県告示第1069号 

生活保護法（昭和25年法律第144号）第51条第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例によるものとされた生活保護法第51

条第１項の規定により、指定医療機関から次のとおり辞退の届出があった。 

平成26年７月４日 

新潟県知事   泉 田 裕 彦 

 

名     称 所  在  地 辞退年月日 

内藤整形外科医院 上越市中央３丁目10－３ 平成25年12月31日 

カインズ薬局 小千谷市東栄１丁目９－15 平成26年４月１日 

 

◎新潟県告示第1070号 

漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112条の２第３項の規定により、次の加入区について同条第２項の

規定による届出を審査した結果、同法第112条第１項の規定による同意があったものと認める。 

平成26年７月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

漁協 加入区の名称 区域 

青海町 青海町 新潟県糸魚川市大字須沢、大字今村新田、大字田海、大字寺地、大字青海、大字橋立、

大字歌、大字外波、大字市振、大字上路一円の区域 

 

◎新潟県告示第1071号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、長岡市の本与板土地改良区から次のとおり役

員が就任及び退任した旨の届出があった。 

平成26年７月４日 

新潟県長岡地域振興局長 

１ 就 任 
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 理事 長岡市与板町本与板2902番地   髙橋 正徳 

                    （理事長） 

  〃  〃       3299番地   丸山 政俊 

  〃  〃       2140番地   宮島 伸一 

  〃  〃       2081番地   山﨑 甚一 

  〃  〃       2280番地   山﨑 新作 

  〃  〃       3478番地１  吉荒 光雄 

 監事  〃       2560番地   髙橋 芳喜 

  〃  〃       2273番地   石黒 鉄義 

 就任年月日 平成26年６月18日 

２ 退任 

  理事 長岡市与板町本与板3516番地   樋口 秀一 

                     （理事長） 

   〃  〃       2902番地   髙橋 正徳 

   〃  〃       3299番地   丸山 政俊 

   〃  〃       2081番地   山﨑 甚一 

   〃  〃       1878番地   大平 博英 

   〃  〃       2280番地   山﨑 新作 

  監事  〃       2560番地   髙橋 芳喜 

   〃  〃       4176番地   田中 賢市 

  退任年月日 平成26年６月17日 

 

◎新潟県告示第1072号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第30条第２項の規定により、佐渡市の金井土地改良区の定款の変更を平成

26年６月23日認可した。 

平成26年７月４日 

新潟県佐渡地域振興局長 

 

◎新潟県告示第1073号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成26年７月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 七軒町見附線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

長岡市思川新田字鮫面 72 番１から 

 

見附市傍所町字向2791番３まで 

 

新 

 

8.4～29.4メートル 

 

727.5メートル 

 

旧 

 

5.5～25.6メートル 

 

722.8メートル 

 

◎新潟県告示第1074号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成26年７月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 
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１ 路 線 名  県道   七軒町見附線 

２ 供用開始の区間 

  長岡市思川新田字鮫面72番１から見附市傍所町字向2791番３まで 

３ 供用開始の期日  平成26年７月４日 

 

◎新潟県告示第1075号 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第59条第２項の規定により、都市計画事業を次のとおり施行する。 

平成26年７月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 都市計画事業の種類及び名称 

(1) 種類 上越都市計画道路事業 

(2) 名称 ３・４・16号薄袋荒町線及び３・４・50号新幹線駅環状線 

２ 施行者の名称 

 新潟県 

３ 事務所の所在地 

 新潟市中央区新光町４番地１ 

４ 事業地の所在 

(1) 収用の部分 

  新潟県上越市大和一丁目及び二丁目地内 

(2) 使用の部分 

  なし 

 

公   告 

新潟県農業大学校の学生募集について（公告） 

平成27年度の新潟県農業大学校の学生を下記により募集する。 

平成26年７月４日 

新潟県農業大学校長 畔上 恵子 

 

１ 所在地 

    新潟県新潟市西蒲区巻甲12021 

２ 募集定員 

(1) 学科（卒業時、短期大学卒業同等資格（人事院規則による｡)） 

学 科 募集定員 専攻部門 

稲作経営科 40人程度 稲作 

園芸経営科 30人程度 野菜、果樹、花き 

畜産経営科 10人程度 酪農、肉畜（肉用牛） 

合 計 80人  

(2) 研究科（卒業時、大学卒業同等資格（人事院規則による｡)） 

コース 募集定員 

就農者コース 
10人 

指導者コース 

３ 修業年限 

(1) 学科 

      ２年 

(2) 研究科 

      ２年 

４ 出願資格 

(1) 学科 
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  ア 推薦入校 

    本校の推薦入校試験は、学校長推薦と地域推薦とし、出願できる者はそれぞれ次のとおりとする。 

    なお、推薦入校者数は、募集定員のおおむね70％とする。 

   (ｱ) 学校長推薦の場合 

     次の各号のいずれにも該当する者とする。 

    ａ 学校教育法（（昭和22年法律第26号)｡以下「学校教育法」という｡)に基づく新潟県内の高等学校若し

くは中等教育学校を平成27年３月卒業見込みの者、又は新潟県内に住所（就学のため一時的に新潟県

外に住所を移している者を含む｡)を有して新潟県外の高等学校若しくは中等教育学校を平成27年３月

卒業見込みの者 

    ｂ 平成27年４月１日時点でおおむね30歳以下の者で、自立性と協調性に富み、心身ともに健全な者 

       ｃ  本校卒業後、新潟県内において就農（農業経営者のほか農業法人への就業等によるものを含む｡)又

は農業・農村地域の指導に携わる強い意志がある者 

    ｄ 高等学校長又は中等教育学校長が作成する調査書の「全体の評定平均値」が3.0 以上の者。ただし、

国語及び数学は評定平均値が3.0未満でないこと。 

        ｅ 合格した場合は、入校することを確約できる者 

   (ｲ) 地域推薦の場合 

出願者出身地を所管する農業普及指導センター所長若しくは出身地の市町村長が、次の各号のいずれ

にも該当すると認めた者とする。 

    ａ 学校教育法に基づく高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者（見込みは除く）又は大学校長が

これと同等以上の学力を有すると認めた者で、次のいずれかを満たす者 

(a) 認定就農者 

(b) 認定新規就農者 

     (c) 認定農業者の後継者 

        ｂ 平成27年４月１日時点でおおむね30歳以下の者で、自立性と協調性に富み、心身ともに健全な者 

    ｃ 本校卒業後、認定就農者及び認定新規就農者にあっては地域において引き続き就農を継続する強い

意志がある者、認定農業者の後継者にあっては当該経営を継承する強い意志がある者 

    ｄ 合格した場合は、入校することを確約できる者 

    イ 一般入校 

    次の各号のいずれにも該当する者とする。 

   (ｱ) 学校教育法に基づく高等学校若しくは中等教育学校の卒業者（平成27年３月卒業見込みを含む｡)又は

大学校長がこれと同等以上の学力を有すると認めた者 

   (ｲ) 平成27年４月１日時点でおおむね30歳以下の者で、自立性と協調性に富み、心身ともに健全な者 

     (ｳ) 本校卒業後、新潟県内において就農（農業経営者のほか農業法人への就業等によるものを含む｡)又は

農業・農村地域の指導に携わる意志がある者 

(2) 研究科 

   次のいずれかに該当する者であって、本校卒業後、新潟県内において、就農（農業経営者のほか農業法人

への就業等によるものを含む｡)を目指す者及び農業・農村地域の指導に携わることを目指す者 

  ア 新潟県農業大学校の学科を卒業した者（平成27年３月卒業見込みを含む｡)かつ、日本農業技術検定２級

以上取得の者（入校までに取得見込みを含む。) 

  イ 本校以外の公立・私立を問わず農業者研修教育施設を卒業した者（平成27年３月卒業見込みを含む｡) 

    ウ 学校教育法に基づく短期大学において農業に関する正規の課程を修めて卒業した者（平成27年３月卒業

見込みを含む｡) 

  エ 大学校長が、ア、イ又はウに規定する者と同等以上の学力を有すると認めた者 

５ 出願書類 

(1) 学科 

  ア 入校願書 

        写真（出願前３か月以内に撮影した正面上半身脱帽縦4.5センチメートル×横3.5センチメートル）は、

裏面に氏名を記入し、写真貼付欄にのりづけること。 

  イ 出身高等学校又は出身中等教育学校の調査書 

    卒業後年数が経過したため調査書の発行が不可能な場合は、卒業証明書を提出する。 

    また、最終学歴が高等学校又は中等教育学校以外の場合、最終出身学校の成績証明書もあわせて提出の
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こと。 

  ウ 営農状況等調査書 

  エ 学校長推薦入校出願者にあっては、高等学校長又は中等教育学校長の推薦書 

  オ 地域推薦入校出願者にあっては、出願者出身地を所管する農業普及指導センター所長若しくは出身地の

市町村長の推薦書 

カ 認定就農者は知事認定通知書、認定新規就農者及び認定農業者の後継者は市町村長認定書の写し 

(2) 研究科 

  ア 入校願書 

写真（出願前３か月以内に撮影した正面上半身脱帽縦4.5センチメートル×横3.5センチメートル）は、

裏面に氏名を記入し、写真貼付欄にのりづけること。 

  イ 最終出身校の卒業証明書又は卒業見込証明書（本校学科を卒業又は卒業見込みの者は提出不要） 

  ウ 成績証明書（本校学科を卒業又は卒業見込みの者は提出不要） 

  エ 営農状況等調査書 

  オ 日本農業技術検定２級以上取得者は、日本農業技術検定合格証の写し 

６ 出願期間 

(1) 学科 

  ア 推薦入校試験 

   (ｱ) 学校長推薦 

     平成26年10月20日（月）～10月31日（金） 

     (ｲ) 地域推薦 

          平成26年10月20日（月）～10月31日（金） 

    イ 一般入校試験 

     (ｱ) 前期 

          平成26年12月８日（月）～12月19日（金） 

     (ｲ) 後期 

          平成27年１月26日（月）～２月６日（金） 

なお、一般入校前期の募集人員は20人程度、一般入校後期の募集人員は若干名とし、一般入校前期試

験終了時の合格者数により、一般入校後期試験を実施しないことがある。 

一般入校後期試験を実施しない場合は、本校ホームページに掲載するとともに、新潟県内の高等学校

及び中等教育学校へ通知する。 

(2) 研究科 

  ア 第１次入校試験 

       平成26年11月10日（月）～11月21日（金） 

  イ 第２次入校試験 

       平成27年１月13日（火）～１月23日（金） 

      なお、第１次入校試験終了時の合格者数により、第２次入校試験を実施しないことがある。 

      第２次入校試験を実施しない場合は、本校ホームページに掲載する。 

７ 出願方法 

  いずれの入校試験とも、次のとおりとする。 

(1) 郵送又は持参によること。 

(2) 郵送の場合、簡易書留とし、出願期間最終日の消印まで有効とする。 

(3) 持参の場合の受付時間は、平日の午前９時から午後５時までとする。（土曜日、日曜日及び祝日は受け付け

をしない｡) 

８ 出願上の注意事項 

(1) 学科 

    ア 入校願書、受験票には、必ず第２志望の専攻名を記入すること。 

    イ 受験票返送用として392円分の切手（簡易書留料含む｡)を同封すること。 

  ウ 郵送で出願の場合、封筒の表に「入校願書（学科）在中」と朱書きし、簡易書留とする。 

(2) 研究科 

    ア 受験票返送用として392円分の切手（簡易書留料含む｡)を同封すること。 

    ただし、本校学科を平成27年３月卒業見込みの者は不要とする。 
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  イ 郵送で出願の場合、封筒の表に、「入校願書（研究科）在中」と朱書きし、簡易書留とする。 

  ウ 日本農業技術検定２級以上取得者は、「資格・免許欄」に必ず資格の名称と取得年月日を記入すること。 

９ 願書の提出先 

    新潟県新潟市西蒲区巻甲12021  新潟県農業大学校長 

   （郵便番号 953－0041 電話 0256－72－3141） 

10 受験票 

    受験票は、出願期間終了後、受験番号を付して出願者本人に郵送する。 

11 受験料 2,200 円 

上記金額分の新潟県収入証紙を新潟県内の第四銀行、北越銀行、大光銀行、各信用金庫、各信用組合等で購 

入し、「入校願書」に貼付すること。ただし、消印等はしないこと。 

    入校願書受付後は、理由のいかんを問わず受験料は返還しない。 

  県外居住者で新潟県収入証紙を購入することが難しい場合は、ゆうちょ銀行または郵便局の定額小為替(2,200

円分)を購入し、出願書類に同封すること。 

12 入校試験 

(1) 学科 

    ア 日時 

     (ｱ) 推薦入校試験 

     平成26年11月21日（金）  午前８時50分から 

     (ｲ) 一般入校試験 

        ａ  前期 

平成27年１月10日（土） 午前８時50分から 

        ｂ  後期 

平成27年２月18日（水）  午前８時50分から 

  イ 試験科目 

     (ｱ) 推薦入校試験 

     小論文、適性検査及び面接 

     (ｲ) 一般入校試験 

     国語（現代文のみ)、数学Ⅰ、化学基礎又は生物基礎のうち１科目選択、適性検査及び面接 

 (2) 研究科 

    ア 日時 

     (ｱ) 第１次入校試験 

     平成26年12月５日（金）  午前８時50分から 

     (ｲ) 第２次入校試験 

     平成27年２月10日（火）  午前８時50分から 

  イ 試験科目 

     小論文及び面接 

13 合格発表 

(1) 発表日時 

  ア 学科 

   (ｱ) 推薦入校試験 

     平成26年12月５日（金） 午前10時 

    (ｲ) 一般入校試験 

       ａ  前期 

      平成27年１月23日（金）  午前10時 

       ｂ  後期 

      平成27年２月27日（金）  午前10時 

  イ 研究科 

     (ｱ) 第１次入校試験 

     平成26年12月16日（火）  午前10時 

     (ｲ) 第２次入校試験 

     平成27年２月19日（木）  午前10時 
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(2) 発表方法 

   合格者の受験番号を本校正面玄関内（ホール）に掲示するとともに、本校ホームページ 

   （http://www.pref.niigata.lg.jp/nogyodai/ ただし、公開は午前10時以降になる｡)により発表する。 

   あわせて、合格者には合格通知書及び入校応諾書のほか入校手続きに必要な書類を送付する。 

   なお、不合格者には通知しない。 

(3) 追加合格 

   学科について、合格発表後、入校辞退者が生じた場合には、追加合格者を決定することがある。 

14 個人情報の開示等 

(1) 個人情報の開示 

新潟県個人情報保護条例に基づき、一般入校試験を受験した者は、口頭により以下の試験結果について開 

示請求することができる。 

  ア 開示内容 

    学科の一般入校試験の科目別（国語（現代文のみ)､数学Ⅰ、化学基礎又は生物基礎）得点 

  イ 開示時期 

   (ｱ) 一般入校前期試験 

平成27年１月23日（金）から２月23日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く｡)の午前９時から午 

後４時まで（ただし、合格発表日は午前10時から午後４時まで） 

   (ｲ) 一般入校後期試験 

平成27年２月27日（金）から３月27日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く｡)の午前９時から午 

後４時まで（ただし、合格発表日は午前10時から午後４時まで） 

  ウ 開示場所 

    新潟県農業大学校職員室（教育科） 

  エ 請求方法 

    受験者（本人に限る｡)が受験票又は合格通知書を持参のうえ、開示場所にて口頭で請求すること。 

(2) 個人情報の利用 

   出願時に本校が取得した氏名、住所その他個人情報は、次の目的以外には利用しない。 

ア 入校者選抜（出願処理、受験票発送、試験実施、成績処理等)､合格通知、入校手続案内、入校者選抜に

係る調査・研究等の入校試験事務及びこれらに付随する業務 

イ 入校に伴う教務事務（学籍、修学指導等)､学生支援事務（健康管理、奨学資金申請、後援会等)､授業料

等の収納事務及びこれらに付随する業務 

15 入校手続 

合格者は、別に指定する期限までに入校応諾書を提出するとともに、必要な書類をそろえ、入校手続きを行 

うこと。 

  指定期限内に入校応諾書を提出しない場合は、合格を取り消すことがある。 

16 入校料 

  本校に入校しようとする者は、入校手続きの際に5,650 円を納付すること。 

    入校手続完了後に入校を辞退した場合、納入した入校料及び書類は、理由のいかんを問わず返還しない。 

17  授業料 

  月額6,900 円を毎月25日までに納付すること。 

  なお、授業料の納付が困難と認められた場合、授業料を減免する制度がある。 

18 その他経費 

学生は、次の経費が必要となる。 

(1) 学科 

教科書、実習用被服費等の諸経費、海外研修費、食費、学生寮で要する光熱水費、学生自治会費及び後援 

会費等の経費（１人年間約90万円） 

(2) 研究科 

教科書、実習等に要する諸経費、食費、学生寮で要する光熱水費等（入寮する場合のみ)､学生自治会費及 

び後援会費等の経費（１人年間25～50万円） 

19 就農予定者への修学資金の貸与 

(1) 就農予定者で一定の貸与要件を満たす者は、選考により、在学中に次の資金を借り受けることができる。 

   ア 新潟県農業大学校修学資金 

http://www.pref.niigata.lg.jp/nogyodai/
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    (ｱ) 貸与額 

     月額16,000円（予定） 

   (ｲ) 利子 

     無利子 

   (ｳ) 貸与要件 

    ａ 卒業後、県内において就農を予定する者 

    ｂ 学業成績が優秀である者 

    ｃ 経済的に修学が困難な者 

   (ｴ) 卒業後に一定の要件のもと就農した場合は、返還免除を申請することができる。 

20 奨学金 

就農予定の有無にかかわらず、新潟県及びその他奨学金制度を設けている機関・団体が規定する基準・要件 

を満たす者は、選考により、在学中に奨学金を借り受けることができる。 

21 学生寮への入寮 

(1) 学科１学年は、原則として全寮制とする。 

   学科２学年は、希望により自宅からの通学を認める場合もある。 

(2) 研究科は、大学校長が許可した場合は、学生寮に入寮することができる。 

22 その他 

    募集要項及び出願書類等については、本校又は最寄りの農業普及指導センターへ請求すること。 

 

家畜人工授精に関する講習会の開催について（公告）  

家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）第16条第２項の規定により、家畜人工授精に関する講習会を次のとお

り開催する。 

平成26年７月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１  期間 

    平成26年８月18日から９月10日まで 

２ 場所 

    新潟市西蒲区巻甲12021  新潟県農業大学校  

３ 対象となる家畜の種類 

    牛 

４ 受講手続 

    新潟県家畜人工授精師養成講習会規程（昭和28年新潟県告示第1155号）第６条の規定による受講願に履歴書

を添え、８月７日までに所轄の家畜保健衛生所へ提出すること。 

５ 受講人数 

    10人程度 

６ 受講資格 

    家畜人工授精師の免許を受けようとする者で、家畜改良増殖法第17条第２項各号の規定に該当しない者 

７ 受講経費 

    テキスト等教材費20,000円程度（その他交通費等実費） 

 

家畜人工授精に関する講習会修業試験の実施について（公告） 

家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）第16条第２項の規定による平成26年度家畜人工授精講習会修了者に関

する修業試験を次のとおり実施する。 

平成26年７月４日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１  期間 

    平成26年９月11日、12日 

２ 場所 

    新潟市西蒲区巻甲12021  新潟県農業大学校 

 



第51号 新  潟  県  報 平成26年７月４日(金) 

11 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、デジタルＸ線テレビ装置について、次のとお

り一般競争入札を行う。 

平成26年７月４日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 佐藤 信昭 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  デジタルＸ線テレビ装置  一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成27年２月27日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2313 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  平成26年７月９日（水）午後３時 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  平成26年７月11日（金）午前10時 

  新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 
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  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立がんセンター新潟病院の交付する入札説明書に基づき 

応札仕様書を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ① 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 ② 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、外科用Ｘ線Ｃアーム装置について、次のとお

り一般競争入札を行う。 

平成26年７月４日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 佐藤 信昭 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  外科用Ｘ線Ｃアーム装置  一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成26年10月31日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2313 

(2) 入札説明書の交付方法 
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  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  平成26年７月14日（月）午前10時 

  新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ① 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 ② 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、胸腔鏡カメラシステムについて、次のとおり

一般競争入札を行う。 

平成26年７月４日 

新潟県立新発田病院長 堂前 洋一郎 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  胸腔鏡カメラシステム  一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成27年３月31日（火） 

(4) 納入場所 

  新潟県立新発田病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 
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(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 957－8588 

  新潟県新発田市本町1丁目２番８号 

  新潟県立新発田病院経営課 

  電話番号 0254－22－3121 内線2516 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  平成26年７月14日（月）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  平成26年７月17日（木）午前10時00分 

  新潟県立新発田病院 ５階大会議室 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立新発田病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書 

 を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ① 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 ② 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、腹腔鏡カメラシステムについて、次のとおり

一般競争入札を行う。 

平成26年７月４日 

新潟県立新発田病院長 堂前 洋一郎 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  腹腔鏡カメラシステム  一式 

(2) 調達案件の仕様等 
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  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成27年３月31日（火） 

(4) 納入場所 

  新潟県立新発田病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 957－8588 

  新潟県新発田市本町1丁目２番８号 

  新潟県立新発田病院経営課 

  電話番号 0254－22－3121 内線2516 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  平成26年７月14日（月）午後５時00分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  平成26年７月17日（木）午前11時00分 

  新潟県立新発田病院 ５階大会議室 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

  この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立新発田病院の交付する入札説明書に基づき応札仕様書 

 を作成し、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(8) 契約の停止等 
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  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(9) その他 

 ① 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 ② 詳細は入札説明書による。 

 

選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第21号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第２項の規定により、平成26年４月１日以後政治活動（選挙運

動を含む｡)のために、寄附を受け、又は支出をすることができなくなった政治団体は、次のとおりである。 

平成26年７月４日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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